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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 64,459 6.9 2,866 44.9 3,177 40.0 1,938 57.4
22年3月期第3四半期 60,300 △17.1 1,978 △23.8 2,270 △18.3 1,231 △28.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 21.39 18.86
22年3月期第3四半期 13.59 11.98

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 94,478 54,093 57.1 595.82
22年3月期 94,036 53,582 56.9 590.30

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  53,990百万円 22年3月期  53,495百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00
23年3月期 ― 4.00 ―
23年3月期 

（予想）
4.00 8.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 85,000 4.7 3,800 35.9 4,100 28.1 2,400 23.5 26.48



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信(添付資料）３ページ「（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「２．その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 98,221,706株 22年3月期  98,221,706株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  7,606,950株 22年3月期  7,597,973株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 90,619,359株 22年3月期3Q  90,631,513株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国での内需拡大による輸出の増加や生産の持ち直し、ま

た景気対策の効果などにより緩やかながらも回復基調で推移しました。しかしながら、急激な円高の進行、厳しい雇

用・所得環境やデフレ傾向の長期化、景気対策の駆け込み需要の反動などにより、景気の先行きは不透明感が残る状

況が続いております。 

一方、物流業界におきましても国際貨物の輸送量は増加に転じているものの年度後半に入り、増加のペースが鈍

化してきております。また、国内貨物の輸送量は個人消費の持ち直しにより消費関連貨物が増加になりましたが、公

共投資の削減などにより建設関連貨物は低迷しており、依然として厳しい状況が続きました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は64,459百万円（前年同期比6.9％増）、営業利益は2,866百万円

（前年同期比44.9％増）、経常利益は3,177百万円（前年同期比40.0％増）、そして四半期純利益は1,938百万円（前

年同期比57.4％増）となりました。 

セグメント別の状況につきましては、次のとおりであります。  

なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等を適用しておりますが、こ

れによる事業区分へ与える影響はないため、前年同四半期比較を行っております。  

  

＜物流事業＞ 

貨物自動車運送事業については、京浜地区では建設重機等の輸出入取扱い増加や鉄鋼等の増産による輸送量の増加

があり、また住宅建材の増産や精密機器、日用雑貨品、食品等の取扱い増加もあり、増収となりました。 

港湾運送事業については、京浜地区では建設重機等の輸出が大幅に増加し、大型プラント案件も受注が増加し、更

に、ステンレス屑や鉄鋼原料・特殊鋼等の輸入も増加しました。また石炭運搬船の取扱いが増加し、青果物の輸入取

扱いも増加しました。中部地区では中国・アジア向けの化成原料等の輸出増加があり、増収となりました。 

倉庫業については、京浜地区ではタイヤ保管の業務終了による減少もありましたが、衣料・寝装具の取扱い増加に

よる保管増やステンレス屑・鉄鋼原料・非鉄金属等取扱いが増加し、また精密機器の取扱い増加もあり、増収となり

ました。 

その他の物流付帯事業については、外航船事業では大型プラント案件の受注増や、ステンレス屑・鉄鋼原料・特殊

鋼等の輸入増加により増収となりました。梱包事業では、精密機器の輸出船積梱包業務を受注し増収となりました。

内航船事業では、小麦・大麦の取扱いが増加し増収となりました。荷捌事業では、オフィス用品の業務終了もあり減

収となり、物流付帯事業全体では、増収となりました。その結果、物流事業の売上高は前年同期比8.9％増収の

51,618百万円、営業利益は前年同期比53.7％増益の1,954百万円となりました。 

  

＜構内作業及び機械荷役事業＞ 

構内作業については、京浜地区では得意先工場での生産が増大し、それに伴い作業量の増加がありました。また派

遣契約からの切替えによる増加も見られ、構内作業は増収となりました。 

機械荷役事業については、新規クレーン作業の微増もありましたが、大型案件の終了により減収となりました。構

内作業及び機械荷役事業全体では、増収となりました。 

その結果、構内作業及び機械荷役事業の売上高は前年同期比3.7％増収の10,540百万円、営業利益は前年同期比

72.3％増益の535百万円となりました。 

  

＜その他事業＞ 

地代収入については、契約スペース増床や形態見直しによる増加がありました。建設事業では、大型案件の減少に

より減収となりました。派遣事業では、派遣契約の見直しにより減収となりました。その他事業全体では、減収とな

りました。 

その結果、その他事業の売上高は前年同期比16.3％減収の2,300百万円、営業利益は前年同期比4.9％減益の377百

万円となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

  当第３四半期の総資産は、94,478百万円と前連結会計年度末に比べ442百万円増加しました。  

 このうち、流動資産は33,304百万円となり、前連結会計年度末に比べ818百万円増加しました。主な要因は有価証

券が前連結会計年度末に比べ2,599百万円増加、受取手形及び営業未収金が2,110百万円増加、現金及び預金が3,920

百万円減少したことによります。また固定資産は61,174百万円となり前連結会計年度末に比べ375百万円減少しまし

た。 

 流動負債は27,811百万円となり、前連結会計年度末に比べ846百万円増加しました。主な要因は前連結会計年度末

に比べ未払法人税等が638百万円増加、その他に含まれる預り金が321百万円増加、未払費用が252百万円増加、賞与

引当金が491百万円減少したことによります。また固定負債は12,573百万円となり前連結会計年度末に比べ914百万円

減少しました。その主な要因は資産除去債務が581百万円増加、長期借入金が755百万円減少、退職給付引当金が409

百万円減少、繰延税金負債が397百万円減少したことによるものです。 

 当第３四半期の純資産は、54,093百万円と前連結会計年度末と比べ511百万円増加しました。主な要因は、利益剰

余金が前連結会計年度末に比べ1,199百万円増加し、その他有価証券評価差額金が656百万円減少したことによるもの

です。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

1,820百万円減少し、12,458百万円となりました。 

 当第３四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は2,096百万円となりました。これは、税金等調整前四半期純利益3,050百万円および

減価償却費2,317百万円の計上はありましたが、売上債権の増加額2,140百万円、退職給付引当金の減少額409百万円

および法人税等の支払額482百万円を反映したものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は2,318百万円となりました。 

 これは、主に有形固定資産の取得による支出額1,496百万円と投資有価証券の取得による支出額985百万円を反映し

たものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,555百万円となりました。 

 これは、主に借入金の減少額712百万円および配当金の支払額738百万円を反映したものです。 

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

今後のわが国経済は、景気先行きの不透明感から企業収益や雇用・所得環境などの一段の厳しさが予想されるな

かで、依然として停滞感が続くものと思われます。 

  このようななかで、当社グループは平成22年度を初年度とする３か年にわたる第四次中期経営計画を策定し、４月

から実施しております。本計画においては、近い将来「連結売上1,000億円超」のハードルを越えるため、この３か

年は「基盤を強化し、品質を高め、売上を拡大する」という成長サイクルの循環を意識して、１．売上の拡大 ２．

物流品質の維持・向上 ３．企業基盤の強化 の三点を重点施策として、収益目標の達成に取り組んでおります。 

 平成23年３月通期の業績予想につきましては、現時点では平成22年５月12日に公表いたしました業績予想に変更は

ありません。 



（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。  

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、それぞれ34百万円減少し、税金等調整前四

半期純利益は256百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は545百

万円であります。 

  

  

  

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,059 9,980

受取手形及び営業未収金 18,691 16,580

有価証券 6,414 3,814

貯蔵品 115 105

前払費用 636 506

繰延税金資産 666 556

その他 791 1,005

貸倒引当金 △70 △64

流動資産合計 33,304 32,486

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 22,319 22,651

機械及び装置（純額） 1,828 1,442

車両（純額） 695 781

工具、器具及び備品（純額） 58 63

リース資産（純額） 485 375

土地 16,814 16,813

建設仮勘定 78 36

有形固定資産合計 42,280 42,164

無形固定資産   

のれん 67 99

その他 1,143 1,440

無形固定資産合計 1,210 1,540

投資その他の資産   

投資有価証券 12,280 12,274

長期貸付金 154 212

繰延税金資産 22 18

その他 5,258 5,443

貸倒引当金 △31 △104

投資その他の資産合計 17,683 17,845

固定資産合計 61,174 61,550

資産合計 94,478 94,036



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 8,141 7,959

短期借入金 9,738 9,694

1年内償還予定の社債 5,014 5,014

未払金 564 546

未払法人税等 907 269

未払消費税等 232 348

未払費用 1,706 1,454

賞与引当金 626 1,118

役員賞与引当金 1 1

その他 878 557

流動負債合計 27,811 26,965

固定負債   

社債 79 86

長期借入金 8,256 9,012

繰延税金負債 1,499 1,897

退職給付引当金 1,124 1,534

役員退職慰労引当金 7 4

資産除去債務 581 －

その他 1,025 954

固定負債合計 12,573 13,488

負債合計 40,385 40,454

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,117 9,117

資本剰余金 7,848 7,848

利益剰余金 37,988 36,788

自己株式 △2,173 △2,171

株主資本合計 52,780 51,582

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,506 2,163

為替換算調整勘定 △296 △251

評価・換算差額等合計 1,210 1,912

少数株主持分 103 87

純資産合計 54,093 53,582

負債純資産合計 94,478 94,036



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業収益 60,300 64,459

営業原価 55,566 58,828

営業総利益 4,733 5,630

販売費及び一般管理費 2,754 2,764

営業利益 1,978 2,866

営業外収益   

受取利息 20 10

受取配当金 269 233

持分法による投資利益 135 199

雑収入 116 115

営業外収益合計 540 558

営業外費用   

支払利息 214 197

雑支出 34 51

営業外費用合計 249 248

経常利益 2,270 3,177

特別利益   

固定資産売却益 16 50

立退に伴う受取補償金 54 －

貸倒引当金戻入額 33 25

関係会社清算益 － 116

特別利益合計 103 192

特別損失   

固定資産除売却損 21 96

投資有価証券評価損 307 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 222

特別損失合計 329 319

税金等調整前四半期純利益 2,044 3,050

法人税、住民税及び事業税 486 1,162

法人税等調整額 314 △66

法人税等合計 800 1,096

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,954

少数株主利益 11 15

四半期純利益 1,231 1,938



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,044 3,050

減価償却費 2,687 2,317

のれん償却額 32 32

関係会社清算損益（△は益） － △116

退職給付引当金の増減額（△は減少） △398 △409

受取利息及び受取配当金 △289 △243

支払利息 214 197

持分法による投資損益（△は益） △135 △199

固定資産除売却損益（△は益） 5 45

売上債権の増減額（△は増加） △1,234 △2,140

たな卸資産の増減額（△は増加） 28 △10

仕入債務の増減額（△は減少） 204 191

未払消費税等の増減額（△は減少） 206 △116

その他の流動資産の増減額（△は増加） △180 △361

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 222

その他 △292 60

小計 2,894 2,520

利息及び配当金の受取額 308 264

利息の支払額 △227 △205

法人税等の支払額 △912 △482

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,063 2,096

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △903 △1,496

有形固定資産の売却による収入 32 136

無形固定資産の取得による支出 △150 △155

投資有価証券の取得による支出 △527 △985

貸付けによる支出 △39 △73

関係会社の清算による収入 － 116

その他 △281 140

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,870 △2,318

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △106 △62

長期借入れによる収入 859 187

長期借入金の返済による支出 △1,148 △837

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △4 △3

配当金の支払額 △738 △738

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

その他 △50 △102

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,188 △1,555

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △43

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △997 △1,820

現金及び現金同等物の期首残高 12,079 14,279

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,081 12,458



当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

（前第３四半期連結累計期間）  

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の方法は事業の内容及びその相互関連性に基づき区分しております。 

２．各事業区分の主な事業の内容 

３．会計処理基準に関する事項の変更 

  前第３四半期連結累計期間  

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

  期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関す 

  る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この変 

  更に伴う各セグメントに与える影響は軽微であります。 

  

【所在地別セグメント情報】  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

  全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、90％を超えているため、その記載を省略しておりま

す。 

   

【海外売上高】  

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 海外売上高は、売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

    

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

物流事業 
（百万円） 

構内作業及び
機械荷役事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1)外部顧客に対する売上高  47,384  10,166  2,750  60,300  －  60,300

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  320  320 (320)  －

計  47,384  10,166  3,070  60,621 (320)  60,300

営業利益  1,271  310  396  1,978 (－)  1,978

事業区分 主要な事業内容 

物流事業 

貨物自動車運送事業、貨物自動車利用運送事業、一般港湾運送事業、港湾荷役事

業、船内荷役事業、艀運送事業、沿岸荷役事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、通

関業、梱包業、海上運送事業、内航海運業、内航海運利用運送事業、航空利用運

送業、航空運送代理店業 

構内作業及び機械

荷役事業 

工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、構内倉庫へ

の保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸 

その他事業 建設業、警備業、産業廃棄物処理業、不動産業、保険代理業、自動車整備業 



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としているものであります。 

 当社は、物流事業、構内作業及び機械荷役事業、その他事業に区分され、連結子会社は、各々独立した事業

単位として、当社の取締役会により定期的に検討が行なわれ、各々包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。 

 したがって、当社グループは、当社の上記の区分および連結子会社を基礎としたサービス別事業セグメント

から構成されており、事業活動の内容および経営環境に関して適切な情報を提供するため、経済的特徴および

サービス等の要素が概ね類似する複数の事業セグメントを集約し、「物流事業」、「構内作業及び機械荷役事

業」の２つを報告セグメントとしております。  

  

 報告セグメントのサービスの種類は次のとおりであります。 

  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）  

（単位：百万円）

注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設業、警備業、産業 

廃棄物処理業、不動産業、保険代理業、自動車整備業等のサービスを実施しております。 

２．調整額△329百万円は、セグメント間取引消去額であります。   

  ３．セグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。   

   

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

報告セグメント サービスの種類 

物流事業 

貨物自動車運送事業、利用運送事業（貨物自動車・鉄道・外航海運・内航海運・

航空）、港湾運送事業（一般港湾運送・港湾荷役（船内、沿岸）・艀運送）、倉

庫業、通関業、梱包業、海上運送事業、航空運送代理店業 

構内作業及び機械

荷役事業 

工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、構内倉庫へ

の保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸 

  

  

報告セグメント  

その他 

（注１）
合計  

調整額 

（注２）

四半期連

結損益計

算書計上

額 

（注３）

物流事業
構内作業及び

機械荷役事業
計  

 売上高             

  外部顧客への売上高 51,618 10,540   62,159   2,300   64,459   －   64,459

  セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 
  －   －   －   329   329   (329)   －

計    51,618   10,540   62,159   2,629   64,788   (329)  64,459

 セグメント利益    1,954   535   2,489   377   2,866   (－)   2,866

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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